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Ϩ　生活保護における扶養義務への視点
１　保護の補足性としての扶養義務
　生活保護法（昭和二五年五月四日法律第一四四
号）は「この法律は、日本国憲法第25条に規定
する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての
国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護
を行い、その最低限度の生活を保障するととも
に、その自立を助長することを目的とする。」（同
法第１条）と規定している。
　一方で、同法第４条第２項において「民法（明
治二九年法律第八九号）に定める扶養義務者の扶
養及び他の法律に定める扶助は、すべてこの法律
による保護に優先して行われるものとする。」と
規定しているように、私的扶養が公的扶助に優先
することとなっている。
　こうした私的扶養の優先は、同法第４条第１項
の「保護は、生活に困窮する者が、その利用し得
る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限
度の生活の維持のために活用することを要件とし
て行われる。」とした資産および稼働能力の活用
とともに保護の補足性とよばれている。
　つまり、保護の補足性とは、保護を受給する者
が資産や能力などあらゆるものを活用してもなお
生活に困窮するようであれば保護を開始し、ま
た、その者の扶養義務者による扶養やほかの法律
による扶助が生活保護に優先することを定めたも
のであり、生活保護制度がわが国において最後の
セーフティネットとして位置づけられていること
を示したものといえる。
　これら保護の補足性が定められる理由は、「資
本主義社会の古典的倫理原則ともいうべき自助の
原則に由来している。つまり、あくなき利潤追求
の資本の原理を基調とする資本主義社会では、貧
困は基本的には個人の責任ではなく、したがって
公的な責任において保障されるべきであるにもか
かわらず、まさにそのような資本主義社会である
がゆえに、自助の原則が個人の行動の規範として
要求される」からである２。
２　私的扶養は保護の要件か
　生活保護制度における私的扶養の優先は「旧生
活保護法（昭和二一年法律代一七号）のもとにお
けるように、扶養能力のある扶養義務者の存在を
保護の欠格条件とすることをやめ、単に民法上の
扶養が保護に優先して行われるべきであるという
たてまえを規定した」のであり３、同条第１項の
規定が保護の要件としての意味をもつのに比し
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　捕捉率が低いということはそれだけ多くの人が
最低生活に満たない暮らしをしているということ
である。もちろん、保護基準以下の生活をしなが
らも保護を申請していない場合もあるだろうが、
申請をしても保護を受けられない、あるいは申請
以前の段階の相談という名のもとでの申請の「取
下げ」が多発していると指摘されている８。
　国家予算における生活保護費は年々増加し続
け、2013年度におけるそれは２兆８千億円を超
えている。こうした状況から、国は保護の「適正
化」と称して扶助額の抑制を推し進めてきたので
ある。2001年４月に成立した小泉内閣による「骨
太の方針」（「経済財政運営及び経済社会の構造改
革に関する基本方針」）では社会保障費抑制が進
められ、骨太の方針2006（「経済財政運営と構造
改革に関する基本方針」）においては、生活扶助
基準の見直しや母子加算の３年間による段階的廃
止、級地の見直しなどと合わせて保護費を400億
円削減する方針を打ち出した。そして、「今後五
年間もさらに、社会保障費の自然増のうち約
一兆一〇〇〇億円（国と地方を含めると
一兆六〇〇〇億円）を削減する計画」によって
「すなわち年間二二〇〇億円の社会保障費抑制」
を打ち出した９。
　生活保護法の目的は、国家責任による最低生活
の保障と自立助長である。生活保護法は制定以来
60年近くを経過するが大きな改正はおこなわれ
ておらず、法の目的も変わってはいない。しか
し、国は保護の「引き締め」を断行し続けてきた
結果、先の低い捕捉率とそれによる漏給がもたら
されてきたのである。
　ところで、生活保護制度はその条文によって
法の理念や原理・原則、方法などは示されてい
るものの、その運用にあたって、生活困窮者の
具体的な状態、手続きの方法などは明記されて
いない。生活保護行政が法を解釈し運用するに
あたっては、厚生労働省社会・援護局長通知「生
活保護法による保護の実施要領について」や厚
生労働省社会・援護局保護課長通知「生活保護
法による保護の実施要領の取扱いについて」な
どの通達10によってこと細かに示されたものに、
要保護者や被保護者の個別具体的状況をあては
め運用している。
て、私的扶養の優先は保護の要件とするものでは
ない。
　今日のように家族・世帯形態が変化し、たとえ
ば介護などにおいて、その経済的・精神的負担か
ら介護の社会化といった家族・親族機能の外部化
を進めてきた社会において、生活保護制度におけ
る私的扶養の優先はどのような意味を持つのであ
ろうか。そして、生活保護の実務において、どの
ように扱われているのであろうか。
　生活保護法はその制定から60年の月日を超え
たが、そのあいだ大きな法改正もなく、私的扶養
の優先についてもなんら改正はおこなわれていな
い。現代社会は法制定時の社会・経済状況とは大
きく異なっており、私的扶養についての意味や役
割についても同じことがいえるはずであろう。そ
して、それはつねに変化しつづけるものであり、
法制定時からも変化してきたはずである４。
　こうした視点に立てば、「今日の家族生活の現
実や人々の意識変化などから考えて、すでに親族
扶養優先の範囲についても民法の扶養規定のあり
方を含めて見直すべき時期に至っているのではな
いか」５、「扶養をめぐる状況や国民の意識がこ
の半世紀で大きく変わっているわけだから、法に
おける扶養の取扱いについても、その変動に応じ
た内容に改めるべきである」６といった指摘があ
るように、生活保護制度における私的扶養の優先
の持つ意味を把握し、それらがどのように扱われ
ているのか、そして、今後どのように扱われるべ
きなのかに関心をそそがなければならないと思わ
れる。
３　保護の「引き締め」と通達
　2013年7月において被保護世帯数はおよそ158
万世帯、被保護実人員はおよそ215万人となって
おり、被保護実人員においては1995年におよそ
88万人と底打ちしてからは増加の一途をたどっ
ている７。その一方でわが国における生活保護の
捕捉率の低さはつねに指摘されてきた。
　捕捉率とは生活保護がその保護基準に満たない
世帯をどれだけ捕捉しているかを示した割合であ
るが、岩永（2011：４）によれば、これまでの
調査・研究を概観するとその率は９～ 20％とい
う極端に低いものとなっている。
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くない役割を果たしていることである。（中略）
現実には、保護機関の解釈や取扱によって、民法
学者の解釈や家庭裁判所の取扱をはるかに越える
ような広汎な扶養が強行されている。すなわち、
独自の解釈によって要保護者の親族に扶養の履行
をみずから勧告したり、扶養ができる親族がいる
からという理由で保護を拒絶したりしている」13
とか「保護申請の時点で、申請者に民法上の扶養
義務者である親族が存在する場合、『親族に扶養
してもらいなさい』、『親族と相談しなさい』など
と言われ、福祉事務所が申請を受け付けないとい
う対応が多くみられる」14といった批判が浴びせ
られているように、その運用の如何によっては生
活困窮者が最後のセーフティネットである生活保
護制度からも排除されかねない危険性を孕んでい
るであろう。
ϩ　生活保護における扶養義務
１　生活保護法と民法
　現行生活保護法における扶養義務の取扱いは、
法第４条第２項において「民法（明治二九年法律
第八九号）に定める扶養義務者の扶養及び他の法
律に定める扶助は、すべてこの法律による保護に
優先して行われるものとする」されている。そこ
で以下では、この民法に定める扶養義務者につい
て整理し、その範囲について確認していく。
　民法上の扶養に関する条文としては以下のも
のがあげられる。「夫婦は同居し、互いに協力し
扶助しなければならない」（752条）、「直系血族
及び兄弟姉妹は、互いに扶養する義務がある」
（877条１項）、「家庭裁判所は、特別の事情があ
るときは、前項に規定する場合のほか、三親等
内の親族間においても扶養の義務を負わせるこ
とができる」（同条第２項）、「前項の規定による
審判があった後事情に変更を生じたときは、家
庭裁判所は、その審判を取り消すことができる」
（同条第３項）。
　これら扶養義務者による扶養については、その
順位、程度、そして方法については、「扶養をす
る義務のある者が数人ある場合において、扶養す
べき者の順序について、当事者間に協議が調わな
いとき、又は協議することができないときは、家
庭裁判所が、これを定める。扶養を受ける権利の
　そして、国は先に述べたような保護の「引き締
め」を実行する手法として、法改正ではなくこの
行政通達という形によってきたのである。生活保
護行政は「『通達行政』といわれているように、
ときどきの政治や経済、社会の変化を反映しなが
ら、諸通達などを通して政策的にダイナミックな
展開」がされてきたのである11。こうした通達に
よって、国は保護の実施機関を事前にコントロー
ルし、自らの政策意図を実現してきたのである。
４　本稿の視点
　本稿では、これまで述べてきた関心をもとに、
生活保護制度において私的扶養の優先がどのよう
に扱われているのかを考察するため、生活保護行
政における通達である保護の実施要領を整理・分
析をしていく。牧園（2002：72）は生活保護法
制定から1990年代までの生活保護制度における
扶養義務取扱い規程の変遷を明らかにしており、
「実施要領における扶養義務の取扱いは、10年お
きに大きく変化してきており、1960年代は整備
期、70年代は緩和期、80年代は厳格期、90年代
は限定期と特徴づけることができる」としてい
る。
　本稿では、牧園が扱っていない2000年以降、
とくに、「生活保護制度の在り方に関する専門委
員会」（以下、専門委員会）前後を分析したい。
後述するが、この専門委員会は2003年に厚生労
働省社会保障審議会福祉部会に設置されたもので
あり、生活保護制度全般について検証を行い、
2004年12月には最終報告書ではさまざまな提言
がなされた。そして、扶養義務に関しては、扶養
調査について「民法上の扶養義務が優先するとい
う基本原則は維持すべきものの、社会常識や実効
性の観点から、夫婦・親子以外の扶養義務者につ
いては、個々のケースの状況や地域の実情に応
じ、各地方自治体が調査の必要性を判断する仕組
みとすべきである」と提言した12。
　こうした報告書が提出された昨今において、生
活保護制度における私的扶養の優先はどのように
扱われているのであろうか。保護における私的扶
養の優先については、「現在の日本で最も問題と
すべき点は、公的扶助を担当する機関が、親族の
扶養に関してきわめて重要なしかもあまり好まし
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えられる。この問題が浮き彫りになってくる場面
が、社会保障、とりわけ公的扶助の給付における
私的扶養優先の原則との関係においてである。つ
まり、ある者の生活困窮場面において、公的にそ
の者を扶助していくのか、あるいは私的な扶養義
務を履行させるのか、どちらが先に考えられるべ
きなのかという問題である。
　生活保護法では私的な扶養が公的な扶助に優先
するとしているわけであるが、憲法第25条による
生存権の保障との関係でいえば、「民法が扶養に
ついて規定するのは、近親者の扶養義務を強制す
るためではなく、無限に広がる可能性のある私的
扶養の限界を示すためである」とされている15。
３　生活保持義務関係と生活扶助義務関係
　扶養義務は生活保持義務と生活扶助義務とに
分けられるのが通説である。生活保持義務とは、
当事者がその関係、たとえば結婚や出産などを自
らの意思に基づいて結んだという自因性がある
ことによって、強い保護の義務が生じたものであ
り、生活扶助義務とは、自らの意思とは別にその
関係が結ばれたという他因性によって生じた義
務であり、その義務はより弱いものとして捉えら
れている。
　そして、生活保持義務の関係にあるのが民法第
752条に定められた夫婦、そして親の未成熟子に
対するものであり、自己と同程度の生活を保障す
る義務であるとされている。生活扶助義務の関係
にあるのが第877条の直系血族・兄弟姉妹、そし
て家庭裁判所の審判による三親等内の親族とされ
ており、自己がある程度の生活を維持しつつそれ
でもなお余裕がある場合に扶養するという義務で
ある。
　この生活保持義務と生活時扶助義務に関して、
「この二分説には、従来から、生活保持義務を負
う者が自己の最低限度の生活を確保できなくなる
おそれがあるとか、生活保持義務が常に公的扶助
に優先し、私的扶養の負担が重くなるといった批
判が加えられ」ている16。
　また、平田（2005：20-21）は「いわゆる生活
保持義務関係においては強度の保護義務を負うと
いっても、何から何まですべてにわたる義務を課
すのは、保護者にとって過酷すぎる（場合によっ
ある者が数人ある場合において、扶養義務者の資
力がその全員を扶養するのに足りないときの扶養
を受けるべき順序についても、同様とする」（878
条）、「扶養の程度又は方法について、当事者間に
協議が調わないとき、又は協議することができな
いときは、扶養権利者の需要、扶養義務者の資力
その他一切の事情を考慮して、家庭裁判所が、こ
れを定める」（879条）としている。
　つまり、扶養義務者による扶養の順位や程度、
その方法については、民法上において具体的な規
定はされておらず、当事者間における協議を前提
とし、それが調わないときや、協議することがで
きないときは家庭裁判所が定めるものとしている
のである。
２　扶養と扶養義務の考え方
　ところで、そもそも扶養とはどのようなことを
指しているのであろうか。明山（1973：１）は
「『扶養』というのは、大雑把には、自分個人の力
ではその生存を維持してゆけない者を誰かが援助
する現象」であるとし、この自分個人の力では生
活できないということを、「自活するに足る資産
収入がない」面と「心身上の事由で正常な自活が
営めない」面のふたつの側面があるとしている。
そのうえで、扶養とは第一面の「経済的給付を内
含せしめる」としながらも、監護・教育、そして
事実上の世話や配慮など「身上保護を追加せしめ
る」としている。
　また、我妻（1961：401）は「いかなる社会に
も、自分の資産と労力で生活することのできない
者がある。これに生活資料を与えて生存を全うさ
せるのが扶養の制度である」としている。
　そして、そこに存する問題について西原（1958：
19）は「『扶養』は自分個人の力だけではその生
存を維持していけない者を誰が扶助するかという
問題として考えられている」と述べている。
　このように、扶養とは自らが生活を営んでいく
ことが困難である者に対して、誰かが経済的援助
を第一義的としながらも、社会的、心理的にもそ
の者の生活維持を援助していくことだと捉えられ
ている。
　そして、そこに立ち現われてくる問題として、
その援助を誰がおこなっていくかということが考
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英国や米国の例に見られるように生活保持の義務
に限定しなかつたのは、我が国情が未だ其処迄個
人主義化されていないからである。」としている。
　法立案者側のこうした立場に立てば、西原
（1964：54）がいうように「生活保護法第４条第
２項の保護に優先すべきものとされる扶養、すな
わち『民法に定める扶養義務者の扶養』は、原則
として生活保護法第77条の費用徴収という形で実
現させるべきであって、扶養義務者の単なる存在
を理由に保護を拒否したり、協議・調停や審判の
確定以前にその履行を強制したりすることは違法
といわなければならない」ということになり、私
的扶養の優先はあくまで扶養がなされたときに被
保護者の収入としてみなすにとどまり、いわんや
保護の要件として存するものではないのである。
Ϫ　生活保護制度の在り方に関する
　　専門委員会による扶養義務への指摘
１　生活保護制度の在り方に関する委員会について
　2003年８月、厚生労働省社会保障審議会福祉
部会に「生活保護制度の在り方に関する専門委員
会」が設置された。この専門委員会が設置された
理由としては、「社会福祉基礎構造改革を踏まえ
た今後の社会福祉の状況変化や規制緩和、地方分
権の進展、介護保険の施行状況等を踏まえつつ、
介護保険制度の施行後五年後を目途とした同制度
全般の見直しの際に、（中略）生活保護の在り方
について、十分検討を行うこと」（「社会福祉の増
進のための社会福祉事業法等の一部を改正する等
の法律案」に係る附帯決議）、「生活保護について
は、（中略）今後、その在り方についてより専門
的に検討していく必要がある」（社会保障審議会
「今後の社会保障改革の方向性に関する意見」）、
「生活保護その他福祉の各分野においても、制度、
執行の両面から各種の改革を推進する」（閣議決
定「経済財政運営と構造改革に関する基本方針
二〇〇三」）といった指摘を踏まえたものとして
いる18。
　専門委員会は議論を重ね、2004年12月には「生
活保護制度の在り方に関する専門委員会報告書」
（以下、専門委員会報告書）が取りまとめられた。
　この専門委員会報告書では、生活保護制度を
「利用しやすく、自立しやすい」制度へと転換し
ては、保護者の生存権を脅かす危険性もある）。
また、そのような過酷な状況で監護を強いること
は、被監護者にとっても有益なことではない」と
述べている。
　次に、私的扶養が生活に困窮する者を国家の責
任において保護することとする公的な扶助との関
係においてどのように考えられているのかを整理
していくことにする。
４　私的扶養と公的扶助の関係
　私的扶養と公的扶助の関係については、「扶養
能力のある扶養義務者の存在を生活保護上の保
護の欠格要件とすることという見解『受給要件
説』と、扶養と保護との間の事実上の順位の問題
と解する見解『事実上の順位説』」があるとされ
ている17。
　そして、生活保護法の制定に深く関わった小山
（1975：119）は「生活保護法による保護と民法
上の扶養との関係については、旧法は、これを保
護を受ける資格に関連させて規定したが、新法に
おいては、これを避け、単に民法上の扶養が生活
保護に優先して行われるべきだという建前を規定
するに止めた。」としている。つまり、旧生活保
護法（昭和二一年法律第十七号）は受給要件説の
立場であり、現行生活保護法は事実上の順位説に
立っているという考えである。
　また、小山（1975：119-120）は私的扶養と公
的扶助との関係については３つの型があるとし
ている。それは「第一の型は、私法的扶養によつ
てカバーされる領域を公的扶助の関与外に置き、
前者の履行を刑罰によつて担保しようとするも
のである。第二の型は、私法的扶養によつて扶養
を受け得る筈の条件のある者に公的扶助を受け
る資格を与えないものである。第三の型は、公的
扶助に優先して私法的扶養が事実上行われるこ
とを期待しつゝも、これを成法上の問題とするこ
となく、単に事実上扶養が行われたときにこれを
被扶助者の収入として取り扱うものである。」と
いうものである。そして、第二の型が旧法の立場
であり、第三の型が現行生活保護法の立場である
としている。
　こうした考えに立った理由として、小山
（1975：120）は「なお、単に民法上の扶養といい、
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に関係なく扶養が可能かどうかを問い合わせ、扶
養を求めてきた。これは、扶養義務の履行が保護
の要件である、との誤解と重なり、保護の申請を
抑制する効果をもたらしている」とし、「生活保
護に優先する扶養は、保護を受ける要件ではな
い。（中略）自治体の判断で、夫婦・親子以外の
扶養義務者に対する扶養調査は必要ないとしてよ
いとした。」としている。そして、「家族・親族間
における自助を追求する範囲を、夫婦・親子に限
定するという提起である。」と述べている。
　専門委員会報告書では生活保護における扶養義
務について、保護を受ける要件ではないというこ
とと同時に、扶養調査を原則夫婦・親子に限定し
たのである。また、専門委員会報告書の自立に対
する基本的な視点から、親族には精神的支援を期
待するものとなっている。
　専門委員会報告書は母子加算の段階的廃止の契
機となったことや、自立支援プログラムの導入な
ど評価がわかれるところであるが、扶養調査の在
り方における指摘については、現代社会における
扶養意識などを鑑み、その対象を夫婦・親子とし
たことや自立の観点から精神的支援をその視点と
したことは注目に値するものである。これまで、
さまざまなに指摘されてきた生活保護制度におけ
る扶養義務のあり方に対する問題点を汲みとった
ものといえる。
　こうした専門委員会の指摘を受けた私的扶養の
優先について、生活保護行政の実務においてどの
ような変化がもたらされ、現在どのように扱われ
ているのであろうか。そして、それは専門委員会
報告書の指摘が反映されたものとなっているので
あろうか。
ϫ　生活保護における扶養義務の現在
１　保護の実施要領の変化
　これまで、生活保護法第４条第２項の規定から
民法における扶養および扶養義務、そして、それ
ら私的扶養と公的扶助の関係について整理してき
た。また、専門委員会における扶養義務の取扱い
への指摘について概観してきた。
　ここでは扶養義務が生活保護制度を実際に運用
している福祉事務所においてどのように取り扱わ
れているのか、そして、専門委員会の指摘前後に
ていくことを目指したものとなっている。それ
は、「生活保護制度の在り方を、国民の生活困窮
の実態を受け止め、その最低生活保障を行うこと
だけでなく、生活困窮者の自立・就労を支援する
観点から見直すこと、つまり、被保護者世帯が安
定した生活を再建し、地域社会への参加や労働市
場への『再挑戦』を可能とするための『バネ』と
しての働きを持たせることが特に重要である」と
いう専門員会報告書の表現にあらわれている19。
　また、「自立支援」についての定義の見直し、
「社会福祉法の基本理念にある『利用者が心身共
に健やかに育成され、又はその有する能力に応じ
た自立した日常生活を営むことができるように支
援するもの』を意味」するとしており、自立支援
とは経済的な自立を支援する就労自立支援だけで
なく、日常生活自立支援や社会生活自立支援も含
むものであるとした20。
２　専門委員会による扶養義務への指摘
　こうした基本的な方向性をもとに、専門委員会
報告書では「生活保護基準の在り方について」、
「生活保護の制度・運用の在り方と自立支援につ
いて」、「制度の実施体制について」、「その他の指
摘事項」の４つについて指摘している。そのう
ち、本稿で検討している私的扶養については「生
活保護の制度・運用の在り方と自立支援につい
て」の中の「資産、能力の活用等の在り方」にお
ける「扶養調査の在り方」として取り上げられ、
「扶養義務者の扶養能力の調査については、実効
性が低いなどの問題がある。このため、民法上の
扶養義務が優先するという基本原則は維持すべき
ものの、社会常識や実効性の観点から、夫婦・親
子以外の扶養義務者については、個々のケースの
状況や地域の実情に応じ、各地方自治体が調査の
必要性を判断する仕組みとすべきである。なお、
親族との関係については、要保護者世帯の社会的
な自立の観点から、交流や精神的な支えの確保・
維持のための精神的な支援等を期待すべきであ
る。」と報告されている21。
　これに関して専門委員会の委員であった布川
（2009：126-127）は、その意図として「福祉事
務所は生活保護の認定に当り、申請者と親族関係
にある人に対し、経済力や申請者との交流の有無
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ア　絶対的扶養義務者
イ　相対的扶養義務者のうち次に掲げるも
の
（ア）現に当該要保護者又はその世帯に属
　するものを扶養している者
（イ）過去に当該要保護者又はその世帯に
　属する者から扶養を受ける等特別の
　事情があり、かつ、扶養能力がある
　と推測される者
（２）扶養義務者の範囲は、次の表のとおりで
　あること。
　　　　親族表
（３）扶養義務者としての「兄弟姉妹」とは、
　父母の一方のみを同じくするものを含む
　ものであること。
２　扶養能力の調査について
（１） １により把握された扶養義務者につい 
　て、その職業、収入等につき要保護者そ
　の他により聴取する等の方法により、扶
　養の可能性を調査すること。
（２）生活保持義務関係にある扶養義務者及び
　扶養の可能性が期待されるその他の扶養
　義務者については、更に次により扶養能
おいてどのような変化があったのかみていくこと
にする。それは、現在の生活保護行政における私
的扶養が、Ⅱで述べてきたような法立案者側の立
場、つまり事実上の順位説という立場において生
活保護行政が運用されているのかを検討すること
でもある。
　そこで、ここでは厚生労働省事務次官通知なら
びに厚生労働省社会・援護局長通知である「生活
保護法による保護の実施要領について」を整理し
ていく。なぜなら、現場の福祉事務所職員はこれ
らを手引きとして保護行政にあたっていると同時
に、これら行政通達によって保護行政が行われて
きた歴史を持つからである22。
　以下、この通知から生活保護における扶養義務
の取扱いについて整理していく。なお、この作業
にあたっては毎年度上記通知を掲載し、現場にお
いても手引き書となっている『生活保護手帳』と、
厚生労働省により実施要領改正の意図を掲載して
いる『生活と福祉』を材料とした23。
　
２　専門委員会前の保護の実施要領
　専門委員会報告書が提出される以前の2004年
度の保護の実施要領は以下のようになっている。
厚生労働省事務次官通知
　要保護者に民法上の扶養義務の履行を期待で
きる扶養義務者のあるときは、その扶養を保護
に優先させること。この民法上の扶養義務は、
法律上当然の義務ではあるが、これを直ちに法
律に訴えて法律上の問題として取り運ぶことは
扶養義務の性質上なるべく避けることが望まし
いので、努めて当事者間における話合いによっ
て解決し、円満裡に履行させることを本旨とし
て取り扱うこと。
社会・援護局長通知
１　扶養義務者について
（１）保護の申請があったときは、要保護者の
扶養義務者のうち次に掲げるものの有無を
速やかに調査すること。この場合には、要
保護者よりの申告によるものとし、さらに
必要があるときは、戸籍謄本等により確認
すること。
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のイ、同（５）のイ、ウ若しくはオ又は
同（８）に該当することによって世帯分
離された者に対する生活保持義務関係を
除く。）においては、扶養義務者の最低
生活費を超過する部分
イ　第１の２の（４）のイ、同（５）のイ、
ウ若しくはオ又は同（８）に該当するこ
とによって世帯分離された者に対する生
活保持義務関係並びに直系血族（生活保
持義務関係にある者を除く。）、兄弟姉妹
及び相対的扶養義務者の関係（以下「生
活扶助義務関係」という。）においては、
社会通念上それらの者にふさわしいと認
められる程度の生活を損なわない限度
（５）扶養の程度の認定にあたっては、次の事
　項に留意すること。
ア　扶養義務者が生計中心者であるかどう
か等その世帯内における地位等を考慮す
ること。
イ　生活扶助義務者が要保護者を引き取っ
てすでになんらかの援助を行っていた場
合は、その事情を考慮すること。
３　扶養の履行について
（１）扶養義務者が十分な扶養能力があるにも
　かかわらず、正当な理由なくして扶養を
　拒み、他に円満な解決の途がない場合に
　は、家庭裁判所に対する調停又は審判の
　申立ても考慮すること。この場合にはお
　いて、要保護者にその申立てを行わせる
　ことが適当でないと判断されるときは、
　社会福祉主事が要保護者の委任を受けて
　申立ての代行を行ってもよいこと。
（２）（１）の場合において、必要があるとき
　は、（１）の手続の進行と並行してとり
　あえず必要な保護を行い家庭裁判所の決
　定があった後、法第77条の規定により、
　扶養義務者から、扶養可能額の範囲内に
　おいて、保護に要した費用を徴収する等
　の方法も考慮すること。
 　　　なお、法第77条の規定による費用徴収
　を行うに当たっては、扶養義務者が保護
　を受けた当時において、当該扶養義務者
　が法律上の扶養義務者であり、かつ、扶
力を調査すること。
ア　当該扶養義務者が保護の実施機関の管
内に居住する場合には実地につき調査す
ること。
　　当該扶養義務者が保護の実施機関の管
外に居住する場合には、まずその者に回
答期限を付して照会することとし、期限
までに回答がないときは、再度期限を付
して照会を行うこととし、なお回答がな
いときは、その者の居住地を所管する保
護の実施機関に書面をもって調査依頼を
行うか、又はその居住地の市町村長に照
会すること。ただし、扶養義務者に対し
て直接照会することが真に適当でないと
認められる場合には、まず関係機関等に
対して照会を行い、なお扶養能力が明ら
かにならないときは、その者の居住地を
所管する保護の実施機関に書面をもって
調査依頼を行うか、又はその居住地の市
町村長に照会すること。
　　なお、相当の扶養能力があると認めら
れる場合には、管外であっても、できれ
ば実地につき調査すること。
イ　調査は、扶養義務者の世帯構成、職業、
収入、課税所得及び社会保険の加入状
況、要保護者についての税法上の扶養控
除及び家族手当の受給並びに他の扶養履
行の状況等について行うこと。
ウ　アの調査依頼を受けた保護の実施機関
は、原則として３週間以内に調査のうえ
回答すること。
エ　調査に際しては、扶養義務者に要保護
者の生活困窮の実情をよく伝え、形式的
にわたらないよう留意すること。
（３）扶養の程度及び方法の認定は、実情に即 
　し、実効のあがるように行うものとし、
　扶養義務者の了解を得られるよう努める
　こと。この場合、扶養においては要保護
　者と扶養義務者との関係が一義的である
　ので、要保護者をして直接扶養義務者へ
　の依頼に努めさせるよう指導すること。
（４）扶養の程度は、次の標準によること。
ア　生活保持義務関係（第１の２の（４）
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る者から扶養を受ける等特別の事情が
あり、かつ、扶養能力があると推測さ
れるもの
（２）扶養義務者の範囲は、次のとおりである
こと。
　　　親族表
　　　【省略】
（３）扶養義務者としての「兄弟姉妹」とは、
父母の一方のみを同じくするものを含むも
のであること。
２　扶養能力の調査について
（１）１により把握された扶養義務者につい
て、その職業、収入等につき要保護者その
他により聴取する等の方法により、扶養の
可能性を調査すること。なお、調査にあ
たっては、金銭的な扶養の可能性のほか、
被保護者に対する定期的な訪問・架電、書
簡のやり取り、一時的な子どもの預かり等
（以下「精神的な支援」）という。）の可能
性についても確認するものとする。
（２）次に掲げる者（以下「重点的扶養能力調
査対象者」という。）については、更にア
からエにより扶養能力を調査すること。
　①　生活保持義務関係にある者
　②　①以外の親子関係にある者のうち扶養
の可能性が期待される者
　③　①、②以外の、過去に当該要保護者又
はその世帯に属する者から扶養を受ける等
特別の事情があり、かつ、扶養能力がある
と推測される者
ア　重点的扶養能力調査対象者が保護の実
施機関の管内に居住する場合には実地に
つき調査すること。
　　重点的扶養能力調査対象者が保護の実
施機関の管外に居住する場合には、まず
その者に回答期限を付して照会すること
とし、期限までに回答がないときは、再
度期限を付して照会を行うこととし、な
お回答がないときは、その者の居住地を
所管する保護の実施機関に書面をもって
調査依頼を行うか、又はその居住地の市
町村長に照会すること。ただし、重点的
　養能力があったこと及び現在当該扶養義
　務者に費用償還能力があることを確認す
　ること。
（３）扶養義務者の扶養能力又は扶養の履行状
　況に変動があったと予想される場合には
　すみやかに調査のうえ、再認定等適宜の
　処理を行うこと。
　　 なお、扶養能力及び扶養の履行状況の調
　査は、年１回程度は行うこと。
３　専門委員会以後の保護の実施要領
　専門委員会報告書提出後の2005年度の実施要
領は以下のようになっている。2005年度以降、
実施要領は改正されておらず、以下が現行のもの
となっている。なお、下線により改正部分を示し
た。
厚生労働省事務次官通知
　要保護者に扶養義務者がある場合には、扶養
義務者に扶養及びその他の支援を求めるよう、
要保護者に指導すること。また、民法上の扶養
義務の履行を期待できる扶養義務者のあるとき
は、その扶養を保護に優先させること。この民
法上の扶養義務は、法律上の義務ではあるが、
これを直ちに法律に訴えて法律上の問題として
取り運ぶことは扶養義務の性質上なるべく避け
ることが望ましいので、努めて当事者間におけ
る話合いによって解決し、円満裡に履行させる
ことを本旨として取り扱うこと。
社会・援護局長通知第５
１　扶養義務者の存否の確認について
（１）保護の申請があったときは、要保護者の
　扶養義務者のうち次に掲げるものの存否
　をすみやかに確認すること。この場合に
　は、要保護者よりの申告によるものと
　し、さらに必要があるときは、戸籍謄本
　により確認すること。
ア　絶対的扶養義務者
イ　相対的扶養義務者のうち次に掲げるもの
（ア）現に当該要保護者又はその世帯に属
　する者を扶養している者
（イ）過去に要保護者又はその世帯に属す
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ること。
イ　実施機関において重点的扶養能力調査
対象者以外の扶養義務者のうち扶養の可
能性が期待される者に対して直接照会す
ることが真に適当でないと認められる場
合には、扶養の可能性が期待できないも
のとして取り扱うこと。
ウ　照会の際には要保護者の生活困窮の実
情をよく伝えるとともに、重点的扶養能
力調査対象者以外の扶養義務者のうち扶
養の可能性が期待される者の世帯構成、
職業、収入、課税所得及び社会保険の加
入状況、要保護者についての税法上の扶
養控除及び家族手当の受給並びに他の扶
養履行の状況等の把握に努めること。
（４）扶養の程度及び方法の認定は、実情に即
し、実効のあがるように行うものとし、扶
養義務者の了解を得られるよう務めるこ
と。この場合、扶養においては要保護者と
扶養義務者との関係が一義的であるので、
要保護者をして直接扶養義務者への依頼に
務めさせるよう指導すること。
（５）扶養の程度は、次の標準によること。
ア　生活保持義務関係（第１の２の（４）
のイ、同（５）のイ、ウ若しくはオ又は
同（８）に該当することによって世帯分
離された者に対する生活保持義務関係を
除く。）においては、扶養義務者の最低
生活費を超過する部分
イ　第１の２の（４）のイ、同（５）のイ、
ウ若しくはオ又は同（８）に該当するこ
とによって世帯分離された者に対する生
活保持義務並びに直系血族（生活保持義
務関係にある者を除く。）、兄弟姉妹及び
相対的扶養義務者の関係（以下「生活扶
助義務関係」という。）においては、社
会通念上それらの者にふさわしいと認め
られる程度の生活を損なわない限度
（６）扶養の程度の認定に当たっては、次の事
項に留意すること。
ア　扶養義務者が生計中心者であるかどう
か等その世帯内における地位等を考慮す
ること。
扶養能力調査対象者に対して直接照会す
ることが真に適当でないと認められる場
合には、まず関係機関等に対して照会を
行い、なお扶養能力が明らかにならない
ときは、その者の居住地を所管する保護
の実施機関に書面をもって調査依頼を行
うか、又はその居住地の市町村長に照会
すること。
　　なお、相当の扶養能力があると認めら
れる場合には、管外であっても、できれ
ば実地につき調査すること。
イ　調査は、重点的扶養能力調査対象者の
世帯構成、職業、収入、課税所得及び社
会保険の加入状況、要保護者についての
税法上の扶養控除及び家族手当の受給並
びに他の扶養履行の状況等について行う
こと。
ウ　アの調査依頼を受けた保護の実施機関
は、原則として３週間以内に調査の上回
答すること。
エ　調査に際しては、重点的扶養能力調査
対象者に要保護者の生活困窮の実情をよ
く伝え、形式的にわたらないよう留意す
ること。
（３）重点的扶養能力調査対象者以外の扶養義
務者のうち扶養の可能性が期待される者に
ついては、次により扶養能力を調査するこ
と。なお、実施機関の判断により、重点的
扶養能力調査対象者に対する調査方法を援
用しても差しつかえない。
ア　重点的扶養能力調査対象者以外の扶養
義務者のうち扶養の可能性が期待される
者への照会は、原則として書面により回
答期限を付して行うこと。なお、実施機
関の判断により電話連絡により行うこと
としても差しつかえないが、不在等によ
り連絡が取れない場合については、再度
の照会又は書面による照会を行うこと。
また、電話連絡により照会した場合につ
いては、その結果及び聴取した内容を
ケース記録に記載するとともに、金銭的
な援助が得られる場合については、その
援助の内容について書面での提出を求め
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れ以外の扶養義務者については、調査方法を簡素
化したとしている24。
　それでは、専門委員会報告書前後の生活保護に
おける扶養義務の取扱いを比較してみる。事務次
官通知は、「要保護者に扶養義務者がある場合に
は、扶養義務者に扶養及びその他の支援を求める
よう、要保護者を指導すること。」という一文が
加わることとなった。この点については、「扶養
の内容には金銭的な援助のほか、被保護者に対す
る定期的な訪問・架電、書簡のやり取り、一時的
な子どもの預かり等の精神的な支援も含まれるこ
とを明記した。」と説明されている25。
　局長通知である保護の実施要領については、現
行の「扶養義務者の存否の確認について」が「扶
養義務者について」という項目名から変わったこ
とを除き、これと、「扶養能力の調査について」、
「扶養の履行について」という３つの大きな枠組
みに変化はみられなかった。
　次いで、この３つの項目の内容の変化について
みていく。「扶養義務者について」から項目名が
変わった「扶養義務者の存否について」に改正は
みられなかった。「扶養能力の調査について」は、
これまでの文言に加えて、「なお、調査にあたっ
ては、金銭的な扶養の可能性のほか、被保護者に
対する定期的な訪問・架電、書簡のやり取り、一
時的な子どもの預かり等（以下「精神的な支援」
という。）の可能性についても確認するものとす
る」となった。
　そして、これまでの扶養能力の調査対象者が
「重点的扶養能力調査対象者」と「重点的扶養能
力調査対象者以外の扶養義務者のうち扶養の可能
性が期待される者」に区分され、①生活保持義務
関係にある者、②①以外の親子関係にある者のう
ち扶養の可能性が期待される者、③①、②以外の、
過去に当該要保護者又はその世帯に属する者から
扶養を受ける等特別の事情があり、かつ、扶養能
力があると推測される者の３者が重点的扶養能力
調査対象者とされた。この重点的扶養能力調査対
象者に対して、これまでと同様の調査をすること
としたわけである。
　また、新たに重点的扶養能力調査対象者以外の
扶養義務者のうち扶養の可能性が期待される者に
ついての調査方法を明示した。それは、重点的扶
イ　重点的扶養能力調査対象者以外の者が
要保護者を引き取ってすでになんらかの
援助を行っていた場合は、その事情を考
慮すること。
３　扶養の履行について
（１）重点的扶養能力対象者が十分な扶養能力
があるにもかかわらず、正当な理由なくし
て扶養を拒み、他に円満な解決の途がない
場合には、家庭裁判所に対する調停又は審
判の申立てをも考慮すること。この場合に
おいて、要保護者にその申立てを行わせる
ことが適当でないと判断されるときは、社
会福祉主事が要保護者の委任を受けて申立
ての代行を行ってもよいこと。なお、重点
的扶養能力調査対象者以外の者について家
庭裁判所に対して調停等を申立てることを
妨げるものではない。
（２）（１）の場合において、必要があるとき
は、（１）の手続の進行と並行してとりあ
えず必要な保護を行い家庭裁判所の決定が
あった後、法第77条の規定により、扶養
義務者から、扶養可能額の範囲内におい
て、保護に要した費用を徴収する等の方法
も考慮すること。
　　 なお、法第77条の規定による扶養徴収を
行うに当たっては、扶養権利者が保護を受
けた当時において、当該扶養義務者が法律
上の扶養義務者であり、かつ、扶養能力が
あったこと及び現在当該扶養義務者に費用
償還能力があることを確認すること。
（３）扶養義務者の扶養能力又は扶養の履行状
況に変動があったと予想される場合は、す
みやかに調査のうえ、再認定等適宜の処理
を行うこと。
　　 なお、重点的扶養能力調査対象者に係る
扶養能力及び扶養の履行状況の調査は、年
１回程度は行うこと。
　この2005年度の実施要領の改正の意図として、
扶養能力調査については、現在の扶養意識への対
応や実効性の観点から、重点的扶養能力調査対象
者に対する調査方法は現行どおりとする一方、そ
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裁判所への調停等を申し立てることを妨げないと
したことなど、従前と変わらぬものにとどまって
いるといえよう。
　そして、現行の実施要領においていまだ多くの
問題点があると思われる。事務次官通知において
は、まず要保護者に扶養義務者がある場合は支援
を求めるよう要保護者に指導するよう求めてい
る。ここでの指導の根拠として法第27条26が考え
られるが、指導の対象となるのは被保護者であ
り、福祉事務所に保護の申請にきた要保護者に対
して指導する権限は行政にはないことに注意しな
ければならない。
　また、民法上の扶養義務の履行を期待できる扶
養義務者がいるときには、その扶養を保護に優先
させるよう求めている。このような扶養義務者を
把握するために「扶養届出書」を同封し「生活保
護扶養照会書」によって扶養調査をおこなうわけ
であるが、そもそもこの扶養調査にも問題となる
点が多い。行政からいきなり文書がくること、扶
養照会書の参考として生活保護法第４条条文が載
せられ、あたかも必ず扶養しなければならないか
のような意識を扶養義務者に与えてしまうこと、
回答となる扶養届出書には扶養の可否だけではな
く、世帯構成、収入、資産状況、住宅ローンなど
の負債、健康保険の加入状況などを記載させ、さ
らに源泉徴収票や給与明細書、ローン返済予定表
などを添付するよう求めるなど、プライバシーの
保護にも欠けている27。そのうえで、事務次官通
知ではこの民法上の扶養義務を法律上の問題とし
て取扱うのではなく、つまり家庭裁判所への審判
開始を求めるのではなく、扶養権利者と扶養義務
者とで解決させるよう求めている。
　また、局長通知についてもいくつかの問題が指
摘されている。まず、扶養義務者の存否の確認に
おいて絶対的扶養義務者と相対的扶養義務者が示
されているが、「相対的扶養義務者は家庭裁判所
の審判がなければ法律上の扶養義務者ではないの
で、このような取り扱いには問題がある。」とい
う点である28。
　また、扶養能力の調査についていえば、「そも
そも保護の実施機関が扶養の程度や方法を認定す
ることが問題」という点があり、扶養の履行につ
いていえば、「扶養義務者が十分な扶養能力があ
養能力調査対象者に対する調査よりも簡易なもの
となり、また、この重点的扶養能力調査対象者以
外のうち扶養の可能性が期待される者に対して直
接照会することが真に適当でないと認められる場
合は扶養の可能性が期待できないものとして取り
扱えるとするなどとした。
　しかし、（３）では「なお、実施機関の判断に
より、重点的扶養能力調査対象者に対する調査方
法を援用しても差し支えない」とあるように、従
前と変わらぬ扶養能力調査が行われる可能性も十
分に考えられる。
　最後に、「扶養の履行について」であるが、「扶
養義務者」が「重点的扶養能力調査対象者」に変
更されたが、それ以外の改正は行われていない。
つまり、対象を「扶養能力の調査について」で示
された重点的扶養能力調査対象者に絞った以外
は、扶養義務者による扶養において円満な解決が
調わなければ家庭裁判所への申立てを考慮するこ
と、その場合には、とりあえず必要な保護を行い、
家庭裁判所の決定後に法77条により費用徴収を考
慮すること、そして、扶養能力や扶養の履行に変
動があったと予想される場合は、すみやかに調査
し、再認定等の処理を行い、そのための調査は年
１回程度行うという規定は改正されてはいない。
　しかし、「なお、重点的扶養能力調査対象者以
外の者について家庭裁判所に対して調停等を申立
てることを妨げるものではない」としているよう
に、扶養能力調査と同様に専門委員会報告書が出
される前となんら変わらぬ取扱いがなされる可能
性も十分にある。
３　生活保護における扶養義務への視点
　これまで、専門委員会報告書前後の扶養義務の
取扱いの変化についてみてきた。先述したよう
に、専門委員会の提言を受け、金銭的な支援だけ
でなく精神的な支援を明示されたこと、扶養能力
調査対象者が重点的扶養能力調査対象者とそれ以
外に分けられたことが大きな変化であった。
　しかし、重点的扶養能力調査対象者が専門委員
会が提起した夫婦・親子ではないこと、重点的扶
養能力調査対象者以外の者についても調査方法が
明記され、重点的扶養能力調査対象者と同様の調
査方法を援用しても構わないこと、さらに、家庭
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福祉の法学』一粒社（1978）223
4. たとえば、子の老親に対する扶養に関して武川
（2009：240）は「各種世論調査によって知られると
ころによれば、老後の経済生活の責任が家族にある
と考えるひとは少なく、本人または政府の責任だと
考えるひとが多数を占めており、人びとの意識にお
いては、高齢者の扶養義務は必ずしも家族にあると
はなっていない。また、現実にも家族から扶養を受
ける高齢者の数は非常に少なくなっている。要する
に、法律上は、高齢者の扶養義務は家族にあるが、
社会意識ないし現実においては、必ずしもそうなっ
ていないということである。」と述べている。
5. 大倉司「生活保護と親族扶養の関係について－生活
保護制度改革の課題①－」『道都大学紀要　社会福祉
学部』（2004）30、33。
6. 江藤新実「「扶養」から「支援」をめざして－自立を
支える親族関係の再構築に向けて－」尾藤廣喜、松
崎喜良、吉永純編著『これが生活保護だ〔改訂新版〕
－福祉最前線からの検証』高菅出版（2006）142。
7. 福祉行政報告例による。
8. 小久保（2008：63）によれば、日本弁護士連合会が
2006年に実施した全国一斉生活保護110番において、
福祉事務所に行ったが生活保護を受給できていない
人からの180件の相談のうち、約66％にあたる118件
が福祉事務所における対応が違法である可能性のあ
るもの、いわゆる「水際作戦」がおこなわれていた
ことが明らかになった。また、坂本（2009：21-22）
もこの「水際作戦」について朝日新聞社が情報公開
法により厚生労働省から入手した資料を紹介し、生
活保護における政令指定都市と東京23区の保護申請
率を示している。それによると、全国平均で44.7％
であり、もっとも低い北九州市では30.6％となって
いる。
9. 武川正吾『シリーズ・現代の福祉国家　第４巻　社
会政策の社会学－ネオリベラリズムの彼方へ－』ミ
ネルヴァ書房（2009）414。
10. 宇山（2010：177-178）によれば、行政における通
達とは「権限を有する行政庁が、その権限に基づい
て内部機関に対し、あるいは法的に関与が許されて
いる場合には、地方公共団体等に対して発する行政
の意思表示であるといえる。」とし、「この場合、上
級行政庁が下級行政庁に発する拘束力のある『指示』
の性格をもつものと、例えば、自治事務に関する地
るかどうかは行政機関が判断すべきではないこと
と、家庭裁判所への調停・審判の申立はあくまで
も要保護者の意思によってのみ判断されるべきこ
と」という点がある29。
　生活保護制度は公的扶助であるがゆえに受給要
件が問われることとなる。しかし、本稿で取り上
げた私的扶養の優先は「資産・能力活用要件（法
４条１項）と異なり、扶養を求めること及び扶養
がなされることは保護開始の要件となっておら
ず、同条２項は、現実に援助を受けている扶養が
生活保護に優先することを定めているにすぎな
い」のである30。
　「扶養義務調査は、生活保護申請の実際上の抑
止効果としては、大きなものがある。福祉事務所
は本来、直接に扶養義務の履行を求めることはで
きず、扶養が事実としておこなわれているかどう
かの確認をすることができるだけなのだが、十分
な説明がないなかでの扶養義務調査・照会は、申
請者・被保護者への心理的圧力とな」り31、現在
も保護の申請を抑止する一役を担い、私的扶養の
優先が「事実上の順位説」ではなくいまだ「資格
要件説」となってしまっているように思われる。
　専門委員会報告書では、扶養能力調査の対象を
夫婦・親子関係に限定し、親族関係のあり方につ
いて交流や精神的な確保・支持といった支援を期
待すべきとされた。こうした精神的な支援に期待
した点は注目に値する。要保護者や被保護者の生
活の支援を進めるにあたって資源となり得る家族
や親族に精神的な支援として期待したとしても、
過度に経済的支援の可能性を調査し、その履行を
させることによって家族・親族関係に破綻をきた
すべきものとなってはならないのである。
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－325－
＜引用文献＞　
・ 明山和夫『扶養法と社会福祉』有斐閣（1973）
・ 岩永理恵『生活保護は最低生活をどう構想したか－保
護基準と実施要領の歴史分析』ミネルヴァ書房（2011）
・ 宇山勝儀、船水浩行編著『社会福祉行政論－行政・財
政・福祉計画－』ミネルヴァ書房（2010）
・ 大倉司（2004）「生活保護と親族扶養の関係について
－生活保護制度改革の課題①－」『道都大学社会福祉
学部』30
・ 岡田千秋（2002）「公的扶助法と親族扶養義務－生活
保護法とその運用をめぐって－」『社会関係研究』９
（１）熊本学園大学
・ 小山進次郎『改訂増補生活保護法の解釈と運用（復刻
版）』社会福祉法人全国社会福祉協議会（1975）
・ 小久保哲郎「生活保護申請代理援助の必要性と法律扶
助　法律を「かざり」にしないために」『自由と正義』
（2008）59（９）
・ 生活保護手帳編集委員会『生活保護手帳』中央法規（各
年度）
・ 武川正吾『シリーズ・現代の福祉国家　第４巻　社会
政策の社会学－ネオリベラリズムの彼方へ－』ミネル
ヴァ書房（2009）
・ 西原道雄「扶養と社会統制」中川善之助、青山道夫、
玉城肇ほか編集『家族問題と家族法Ⅴ　扶養』酒井書
店（1958）
・ 西原道雄「社会保障法における親族の扶養」『ジュリ
スト』（1964）301
・ 根本久仁子、森川美絵、岡部卓、新保美香（2007）「地
方自治体における生活保護業務マニュアルの分析」『聖
隷クリストファー大学社会福祉学部紀要』６
・ 平田厚『家族と扶養－社会福祉は家族をどうとらえる
か』筒井書房（2005）
・ 布川日佐史『生活保護の論点―最低基準・稼働能力・
自立支援プログラム』山吹書店（2009）
・ 本田良一『ルポ　生活保護』中央公論新社（2010）
・ 牧園清子「生活保護制度における私的扶養」『松山大
学論集』（2002）14（１）
・ 我妻栄『親族法』有斐閣（1961）
